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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期

中間会計期間
第31期

会計期間
自 2025年２月21日
至 2025年８月20日

自 2024年２月21日
至 2025年２月20日

売上高 (千円) 1,201,384 1,865,962

経常利益 (千円) 95,596 17,119

中間(当期)純利益 (千円) 63,888 12,171

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 30,000 30,000

発行済株式総数 (株) 2,000,000 200,000

純資産額 (千円) 117,354 53,465

総資産額 (千円) 1,078,444 884,864

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 31.94 6.09

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 10.9 6.0

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △170,724 50,015

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △8,937 △10,217

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 125,072 969

現金及び現金同等物の中間期末(期末)
残高

(千円) 89,606 144,196

(注)１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第31期につきましては潜在株式が存在しないため

記載しておりません。また、第32期中間会計期間は潜在株式が存在するものの、希薄化効果を有していない

ため記載しておりません。

４．１株当たり配当額については、配当を行っていないため記載しておりません。

５．2024年７月21日付で普通株式１株につき1,000株の株式分割を行っております。また、2025年６月１日付で普

通株式１株につき10株の株式分割を行っております。第31期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、

１株当たり中間(当期)純利益を算定しております。

６．当社は、第31期中間会計期間については中間財務諸表を作成していないため、第31期中間会計期間に係る主

要な経営指標等の推移については記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)に

記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものです。

なお、当社は、前中間会計期間については中間財務諸表を作成していないため、前年同中間会計期間との比較分析は

行っておりません。

(１) 財政状態の分析

(資産の部)

当中間会計期間末における総資産は1,078,444千円（前事業年度末884,864千円）となり、193,580千円増加いた

しました。流動資産は778,426千円（前事業年度末562,202千円）となり、216,224千円増加いたしました。これは

主に契約資産の増加169,216千円、売掛金の増加45,959千円、商品の増加36,195千円、完成工事未収入金の増加

23,772千円、現金及び預金の減少51,289千円、前払費用の減少5,266千円によるものです。また、固定資産は

300,018千円（前事業年度末322,662千円）となり、22,643千円減少いたしました。これは主に、工具、器具及び

備品の増加4,502千円、繰延税金資産の減少17,112千円によるものです。

(負債の部)

当中間会計期間末における負債合計は961,090千円（前事業年度末831,399千円）となり、129,691千円増加いた

しました。流動負債は734,371千円（前事業年度末583,748千円）となり、150,622千円増加いたしました。これは

主に、短期借入金の増加150,000千円、買掛金の増加18,648千円、未払法人税等の増加14,630千円、契約負債の減

少24,945千円、支払手形の減少8,460千円によるものです。また、固定負債は226,719千円（前事業年度末247,650

千円）となり、20,931千円減少いたしました。これは主に返済による長期借入金の減少19,572千円によるもので

す。

(純資産の部)

当中間会計期間末における純資産は117,354千円（前事業年度末53,465千円）となり、63,888千円増加いたしま

した。これは中間純利益の計上63,888千円によるものです。

(２) 経営成績の状況

当中間会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善に加え、各種政策の効果もあり、景気は緩やかな

回復傾向となりました。一方、米国の政策動向や中国経済の先行き懸念、中東地域等の地政学的リスクの長期化を

背景とした不安定な国際情勢の影響による原油・原材料価格等の高止まり、我が国を含む主要国における政治情勢

がもたらす金融資本市場の変動に伴う影響等の懸念材料が見込まれ、依然として景気の先行きは不透明な状況が続

いております。

建設業界においては、公共建設投資は国土強靭化計画のインフラ対策等により堅調に推移し、民間建設投資にお

きましても、企業の設備投資意欲に継続の動きが見られました。一方、建設資材価格の高止まりしており引き続き

厳しい事業環境が続いております。

このような経済環境の中、当社では継続してSNSマーケティングを中心としたホームページからの集客強化を行

い、法人施設案件、一般戸建の直接受注に注力したことに加え、法人取引先獲得に向けた新たな外注パートナーと

の業務提携を行う等、より安定した法人施設案件獲得施策に注力しております。また、継続した販売費及び一般管

理費抑制に取り組んでまいりました。
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これらの結果、当中間会計期間における売上高は1,201,384千円、営業利益103,515千円、経常利益95,596千円、

中間純利益63,888千円となりました。

セグメント別の業績は、次のとおりです。

(ⅰ)空間創造事業

空間創造事業では住宅着工件数が減少傾向にあり、戸建住宅受注はやや減少しましたが、継続した法人施

設案件を受注することができ、前年同期を大きく上回りました。法人施設工事が順調に施工できたことで売

上高777,733千円、セグメント利益101,377千円となりました。

(ⅱ)DEPOS事業

DEPOS事業は、依然として嗜好品に対する消費者心理の悪化が懸念される厳しい状況が続いている中、法人

顧客に対して商品販売のみではなく、屋外空間の設計施工まで含め、一気通貫で完結できる強みを生かした提

案を積極的に行い、大型法人案件を受注したことにより、売上高423,650千円、セグメント利益2,138千円とな

りました。

(３) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は89,606千円となり、前事業年度末に

比べ54,590千円減少しました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりで

す。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における営業活動の結果、支出した資金は、170,724千円となりました。これは主に、税引前

中間純利益96,277千円、減価償却費11,486千円を計上した一方、売上債権及び契約資産の増加額238,948千円、

棚卸資産の増加額36,195千円、契約負債の減少額24,945千円があったことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における投資活動の結果、支出した資金は8,937千円となりました。これは主に、有形固定資

産の取得による支出6,319千円、定期預金の預入による支出3,300千円があったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における財務活動の結果、獲得した資金は125,072千円となりました。短期借入金の純増加額

150,000千円があった一方、長期借入金の返済による支出23,568千円、リース債務の返済による支出1,359千円

があったことによるものです。

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

(注) 2025年４月21日開催の取締役会決議により、2025年６月１日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っ

ており、また、これに伴う定款の変更を行い、発行可能株式総数は7,200,000株増加し、8,000,000株となっており

ます。

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間

末現在発行数(株)
(2025年８月20日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年10月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,000,000 2,000,000
東京証券取引所
TOKYO PRO Market

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株であ
ります。

計 2,000,000 2,000,000 ― ―

(注)2025年４月21日開催の取締役会決議により、2025年６月１日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行っ

ており、これにより、発行済株式総数は1,800,000株増加し、2,000,000株となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

第１回新株予約権（2025年５月20日株主総会決議）

決議年月日 2025年５月20日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役 ３
当社執行役員 １

新株予約権の数（個）※ 460（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数（株）※

普通株式 46,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 150（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2027年５月21日～2035年５月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格 150
資本組入額 75（注）４

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項 ※

（注）２

※2025年５月20日開催の取締役会において決議した内容を記載しております。

（注）１．新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、普通株式100株であり

ます。なお、付与株式数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含

む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されます。ただし、かかる調整は、新株

予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整

の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てます。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率
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２．新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式交付を行う場合その他これらの場合に

準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとし

ます。また、新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使

価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とします。

なお、新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割（又は併合）の比率

また、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の

処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

さらに、上記のほか、新株予約権の割当日後、当社が他社と合併、会社分割、株式交換又は株式交付を行

う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適

切に行使価額の調整を行うことができるものとします。

３．新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

① 新株予約権者は、当社普通株式がTOKYO PRO Market以外のいずれかの株式公開市場に上場した場合に

のみ本新株予約権を行使することができます。ただし、取締役会が認めた場合はこの限りではありま

せん。

② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社又は当社関係会社の取締役又は従業員であ

ることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が

認めた場合は、この限りではありません。

③ 新株予約権の相続は、新株予約権者の法定相続人１名に限りこれを認めます。

④ 新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過する

こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。

⑤ 新株予約権１個未満の行使を行うことはできません。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従 い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端 数を切り上げる。新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の

額は、上記の資 本金等増加限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額とします。

５．新株予約権の取得事由

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約、株式交付計画もしくは株式移転計画について株主総

会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締

役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができるものとしま

す。

② 新株予約権者が権利行使をする前に、上記３に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなっ

た場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、行使ができなくなった当該新株予

約権を無償で取得することができるものとします。
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② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年７月21日
（注）１

199,800 200,000 － 30,000 － －

2025年６月１日
（注）２

1,800,000 2,000,000 － 30,000 － －

(注) １．2024年７月８日開催の取締役会決議により、2024年７月21日付で普通株式１株を1,000株に分割しておりま

す。これにより株式数は199,800株増加し、200,000株となっております。

２．2025年４月21日開催の取締役会決議により、2025年６月１日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っ

ております。これにより株式数は1,800,000株増加し、2,000,000株となっております。

(5) 【大株主の状況】

2025年８月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

鶴 厚志 大阪府泉南郡熊取町 1,339,000 66.95

鶴 結介 大阪府泉南市 660,000 33.00

帝燃産業株式会社 大阪府茨木市横江1-1-20 1,000 0.05

計 ― 2,000,000 100.00

(注) 2025年６月１日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年８月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他)
普通株式
2,000,000

20,000
権利内容に制限のない当社における
標準的な株式であり、単元株式数は
100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,000,000 － －

総株主の議決権 － 20,000 －

(注) 2025年４月21日開催の取締役会決議により、2025年６月１日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行って

おります。これにより株式数は1,800,000株増加し、2,000,000株となっております

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に準拠

して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令14号）に準じて記載しております。

なお、当社の中間財務諸表は、第１種中間財務諸表であります。

２ 監査証明について

当社は株式会社名古屋証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６の規定に基づき、金融商品取引法第193条の

２第１項の規定に準じて、中間会計期間（2025年２月21日から2025年８月20日まで）に係る中間財務諸表について、

新月有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

３ 中間連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に提出する半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の５－６」の規定に準じて前年同期との

対比は行っておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2025年２月20日)

当中間会計期間
(2025年８月20日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 195,298 144,009

売掛金 63,750 109,710

完成工事未収入金 51,663 75,436

契約資産 74,165 243,381

商品 141,421 177,617

前渡金 14,633 15,550

前払費用 14,766 9,500

その他 6,502 3,221

流動資産合計 562,202 778,426

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 156,825 153,071

構築物（純額） 13,935 13,315

機械及び装置（純額） 1,067 866

工具、器具及び備品（純額） 7,825 12,328

リース資産（純額） 14,212 12,976

土地 59,916 59,916

有形固定資産合計 253,782 252,475

無形固定資産

ソフトウエア 25,671 21,986

その他 184 184

無形固定資産合計 25,855 22,170

投資その他の資産

繰延税金資産 28,875 11,763

長期前払費用 2,030 1,491

その他 12,118 12,118

投資その他の資産合計 43,023 25,372

固定資産合計 322,662 300,018

資産合計 884,864 1,078,444
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(単位：千円)

前事業年度
(2025年２月20日)

当中間会計期間
(2025年８月20日)

負債の部

流動負債

支払手形 8,460 －

買掛金 24,515 43,163

工事未払金 86,502 88,218

短期借入金 300,000 450,000

1年内返済予定の長期借入金 45,844 41,848

未払金 27,066 32,796

未払費用 9,505 12,881

未払法人税等 645 15,275

未払消費税等 23,598 16,124

契約負債 32,542 7,597

リース債務 2,719 2,719

賞与引当金 11,042 13,216

預り金 11,305 10,529

流動負債合計 583,748 734,371

固定負債

長期借入金 231,019 211,447

長期リース債務 12,387 11,027

その他 4,244 4,244

固定負債合計 247,650 226,719

負債合計 831,399 961,090

純資産の部

株主資本

資本金 30,000 30,000

利益剰余金 23,465 87,354

株主資本合計 53,465 117,354

純資産合計 53,465 117,354

負債純資産合計 884,864 1,078,444
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(2) 【中間損益計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2025年２月21日
至 2025年８月20日)

売上高

完成工事高 777,733

商品売上高 423,650

売上高合計 1,201,384

売上原価

完成工事原価 546,824

商品売上原価

商品期首棚卸高 141,421

当期商品仕入高 233,524

輸入諸費用 21,159

合計 396,105

他勘定振替高 4,708

商品期末棚卸高 177,617

差引売上原価 213,779

売上原価合計 760,603

売上総利益

完成工事総利益 230,908

商品売上総利益 209,871

売上総利益合計 440,780

販売費及び一般管理費 ※ 337,265

営業利益 103,515

営業外収益

その他 271

営業外収益合計 271

営業外費用

支払利息 3,549

支払保証料 9

為替差損 4,629

その他 3

営業外費用合計 8,190

経常利益 95,596

特別利益

固定資産売却益 681

特別利益合計 681

税引前中間純利益 96,277

法人税、住民税及び事業税 15,276

法人税等調整額 17,112

法人税等合計 32,388

中間純利益 63,888
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

（自 2025年２月21日
至 2025年８月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 96,277

減価償却費 11,486

賞与引当金の増減額(△は減少) 2,174

受取利息及び受取配当金 △4

支払利息 3,549

為替差損益（△は益） 4,725

固定資産売却損益(△は益) △681

売上債権及び契約資産の増減額(△は増加) △238,948

棚卸資産の増減額（△は増加） △36,195

仕入債務の増減額(△は減少) 11,904

契約負債の増減額(△は減少） △24,945

前渡金の増減額(△は増加) △916

その他 5,042

小計 △166,532

利息及び配当金の受取額 4

利息の支払額 △3,549

法人税等の支払額 △646

営業活動によるキャッシュ・フロー △170,724

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △6,319

有形固定資産の売却による収入 681

定期預金の預入による支出 △3,300

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,937

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 150,000

長期借入金の返済による支出 △23,568

リース債務の返済による支出 △1,359

財務活動によるキャッシュ・フロー 125,072

現金及び現金同等物に係る換算差額 0

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △54,590

現金及び現金同等物の期首残高 144,196

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 89,606
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【注記事項】

(中間損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当中間会計期間
(自 2025年２月21日
至 2025年８月20日)

役員報酬 42,260千円

従業員給与 68,990

賞与引当金繰入額 10,894

退職給付費用 2,169

発送配達費 52,260

販売手数料 27,897

減価償却費 11,486

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。

当中間会計期間
(自 2025年２月21日
至 2025年８月20日)

現金及び預金 144,009千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △54,402

現金及び現金同等物 89,606
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当中間会計期間（自 2025年２月21日 至 2025年８月20日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント
調整額

中間財務諸表

計上額空間創造事業 DEPOS事業 計

売上高

一時点で移転される財

一定の期間にわたり移転される財

－

777,733

423,650

－

423,650

777,733

－

－

423,650

777,733

顧客との契約から生じる収益 777,733 423,650 1,201,384 － 1,201,384

外部顧客への売上高

セグメント間の内部売上高

又は振替高

777,733

－

423,650

－

1,201,384

－

－

－

1,201,384

－

計 777,733 423,650 1,201,384 － 1,201,384

セグメント利益 101,377 2,138 103,515 － 103,515

２．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

３．報告セグメントの資産に関する事項

該当事項はありません。

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当中間会計期間

(自 2025年２月21日
至 2025年８月20日)

１株当たり中間純利益 31円94銭

(算定上の基礎)

中間純利益(千円) 63,888

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る中間純利益(千円) 63,888

普通株式の期中平均株式数(株) 2,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末
から重要な変動があったものの概要

新株予約権１種類
(新株予約権の数460個)

(普通株式46,000株)

(注)１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、当中間会計期間は潜在株式が存在するものの、希薄化効

果を有していないため記載しておりません。

２．2025年６月１日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分

割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益を算定しております。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。



― 19 ―

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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